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1. 問題意識 
 
 北京オリンピックを 2008 年 8 月に控え、日本のメディアは 2007 年頃から次第にオリ
ンピックに関する報道の数を増やしてきた。その内容は中国の環境問題、人権問題など様々

で、オリンピックというイベントを前にして注目が集まる中国に対し、批判的なものから

そうでないものまで幅広くある。 
しかし「ミャンマー武力弾圧」、「ダンボール肉まん事件」、「毒入り餃子事件」、「チベッ

ト人暴動」など、中国に批判的でネガティブなイメージを与えるニュースが、北京オリン

ピックが近づくにつれて集中豪雨的に報道されるようになってきていることは明らかだ。

2004年にサッカー・アジアカップが開催され、その際に一部の中国人サポーターが暴徒化
した事件から、2005年の中国での反日デモを経て現在にいたるまで、日本のメディアは大
衆に中国の悪いイメージを与えようとしているのでは、とも感じる。 
私はもともと中国、中国人に対しては良いイメージも悪いイメージも抱かず、ただ「社

会主義」という日本とは大きく異なった社会システムを有する国だと考えていた。自然の

多く残る国で、俳優のジャッキー・チェンやブルース・リーが出演する映画に描かれるよ

うな国のイメージを抱いていた。それは憧れや尊敬でもなく、逆に侮蔑や卑しめるもので

もなかった。 
しかし日本メディアの様々な中国に関する報道を見てきて、特に 2005 年の反日デモに

まつわる報道を見て私は「中国人は日本人が嫌い」というイメージを抱くようになった。

自分を嫌いだという者に親近感を抱くはずもなく、私の中国に対するイメージは悪くなり、

「何故そんなに日本を嫌うのか」という疑問に変わる。 
そして私は日本に居る中国出身の友人にこのことを話し、実際に中国の方々はどう思っ

ているのかを尋ねた。すると友人は「中国人がみな日本を嫌っているなんてことはない。

中には日本人に憧れていて、日本の文化が好きな人もいる」と答え、「日本のマスコミは中

国のイメージを悪くするような報道ばかりする」と日本のメディアを批判した。友人が「日

本贔屓」だという可能性や、「話している相手が日本人だから気を使った」可能性はあるも

のの、私はメディアの報道を疑いもなく信じていたことが間違いだったことに気付き、自

分なりに客観的に、良く検証する必要があると考えた。 
私はまず「中国はオリンピック前に日本の世論をより『中国に親近感を抱くように』操

作しているかもしれない」という予想をしたが、実際の新聞報道をみていると逆に中国の

イメージを悪化させるような報道が多く、「日本のメディアは天安門事件以来中国共産党を

敵視しており、そのために批判的な記事が多いのかもしれない」そして「オリンピックを

前に日本人のナショナリズムと中国に対する敵愾心を煽っているのかもしれない」と考え

るようになった。しかしこれらの予想は妄想の粋を出ることが無く、具体的な検証が必要

である。 
中国に対するイメージが良くなろうと悪くなろうと、そこには一定の報道内容の偏りに

よるイメージ操作（あるいは影響）が働いていると考えられるので、これを確かめること

を本研究の第一の目的とした。そして実際にそれが証明された場合、そのイメージ操作が

どれほどの効果をもたらしたのか知ることが第二の目的である。 
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2 研究対象紹介 
 
2-1-1 新聞 
ここでは日本の新聞の略史を紹介する。 
「官版バタビア新聞」を起源として、日本の新聞は幕末ころに週間新聞が登場し、1870
年にはついに日本で最初の日刊新聞「横浜毎日新聞」が発行される。その後 1872 年に現
在の「毎日新聞」である「東京日日新聞」が発行され、「郵便報知新聞」や「日新真事誌」

など次々に新たな新聞が発行された。 
 その後「小新聞」と呼ばれる社会記事や娯楽記事を中心とした読みやすい新聞が発行さ

れる。「朝日新聞」はもともと小新聞だったが、政治欄や社説欄を設け、大新聞と小新聞の

中間をゆく編集方針をとった。 
 「朝日新聞」も「毎日新聞」ももともとは大阪で発行されていたが、明治時代に東京に

進出し、大阪と東京の両方での販売体制を固めていった。「読売新聞」は東京系の新聞だっ

たが、こうして東京に乗り込んできた「朝日」「毎日」に対抗して婦人欄やスポーツ欄を充

実させて生き残っていった。 
 日本のマスコミは「朝日」「毎日」「読売」の３紙の体制で成長を続け、戦争に突入する。 
そして 1940 年頃から政府・軍部が新聞の統廃合を進め、一県一紙体制を作り上げていっ
た。こうして出来た全国紙・ブロック紙・地方紙の構造がそのまま引き継がれて今に至っ

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 1 日本の新聞 
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2-1-2 新聞業界概観 
新聞は大きく分けて全国紙・ブロック紙・地方紙の三種類に分けられる。 
全国紙はその名の通り日本全国で販売されており、「朝日新聞」「読売新聞」「毎日新聞」

「産経新聞」「日本経済新聞」の五紙がこれに当てはまる。 
朝日新聞社、読売新聞グループ、日本経済新聞社の三社は 2008年 1月から共同で「新
ｓ あらたにす」というニュースサイトを運営し、各紙のコラムやトップ記事読み比べを可
能にしている。 
 ブロック紙は二、三の県にまたがって販売されている新聞の事で「東京新聞」「北海道新

聞」「西日本新聞」「中日新聞」がこれに当てはまる。「東京新聞」はもともとブロック紙だ

ったが、経営に失敗して「中日新聞」の支配下に入った。これらブロック紙は全国紙と地

方紙の間の厳しい競争関係にある。 
 地方紙はブロック紙ほど規模が大きくなく、大体一つの県で発行されている新聞の事で、

「京都新聞」「信濃毎日新聞」などがこれに当てはまる。ただブロック紙との境界があいま

いなため、発行地域や発行部数によっては一部の地方紙をブロック紙として考える事もあ

る。 
 またこれらのうち全国紙とブロック紙を発行する新聞社や同系列の新聞社にはスポーツ

新聞(夕刊紙)を発行しているところもある。毎日系の「スポーツニッポン」や朝日系の「日
刊スポーツ」、読売系の「スポーツ報知」などがこれにあたる。その内容はスポーツ(特に
プロ野球)、芸能、ギャンブルから新聞によっては社会、政治、経済記事までカバーしてい
る。 
  スポーツ新聞はその娯楽色の濃さが特徴的で、見出しが大きくて派手なものが多く、性

風俗の記事を扱う新聞もある。しかしその発行部数は 506万部と決して少なくはない。但
しこの発行部数も 10年前と比べると 100万部以上減少しており、一般紙と共に厳しい実
態が伺える。朝刊とセットにされる夕刊はその販売部数を減らしており、また夕刊の単独

販売部数も減少している。しかし朝刊の単体発行部数は年々増加している事から、夕刊に

ついては必要ないと考える読者が増えつつあるのではないだろうか。 
 これらの新聞の他に専門紙があり、「日刊工業新聞」「電波新聞」「繊研新聞」「建設新聞」

など多種多様にわたる新聞をそれぞれ専門の新聞社が発行している。 
  また日本には共同通信社と時事通信社という代表的な通信社がある。その他海外に AP
通信社やロイター通信社、AFP通信社などがあり、新聞社はこれらの通信社と契約を結ん
でニュース記事や写真を配信してもらっている。 
 新聞社は自社の取材力だけでは全てのニュースをカバーする事が出来ないために通信社

を利用する。そしてその利用の仕方は自社の取材力によって異なる。そのため大手新聞社

では主に海外のニュースを利用しているが、地方紙などではかなりのニュースを通信社に

頼っている場合もある。 
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図表 2 新聞業界の構造 
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2-2-1 中国概論 
 
中華人民共和国(以下、中国とする)は 1949年 10月 1日に成立した。 
国土面積は 960 km²。ユーラシア大陸の東端に位置し、北朝鮮、ロシア、モンゴル、カ

ザフスタンなど 14の国と国境を接している。その人口は世界一多く、総人口は 12億 9227
万人。1949年の時点では 5億 4000万人だったが、81年に 10億人を突破している。 
中国では「一人っ子政策」1980年から本格的に実施された。一人っ子政策とは子供を一

人しか産まない夫婦を奨励し、子供の医療・入学・就職や住宅配分に優遇措置を与えるも

ので、このおかげで自然増加率が 0.6％代に抑えられている。 
 また中国は 56 の民族からなる多民族国家だ。漢民族が 91%と圧倒的に多いが、その比
率は下降傾向にある。これは「一人っ子政策」が主として漢民族の中で推進され、少数民

族には厳しく適用されていないためである。行政面では「民族自治」方式をとっており、

2003年の時点では省クラスの自治区が 5つ、地区クラスの自治州・盟が 33、県クラスの
自治県・旗が 169、民族郷が 1428ある。これらの自治地域では地元出身者が首長になり、
民族の文字が漢字と共に公式文字になっている。 
 行政区画はやや複雑で、日本の場合は都道府県-市町村の二段階だが、中国は四段階にな
っている。1 級行政区は省、自治区、直轄区、特別行政区。2 級行政区は自治州、県、自
治県、市。3 級行政区は郷、民族郷、鎮となっている。1 級行政区は台湾区を含めた場合
34 あり、そのうち香港とマカオが特別行政区になっている。その下に「地区」があり、2
級行政区の県をいくつかまとめたものを「地区」とし、省政府が「地区行政公署」という

派出機関を設置している。 
「地区」規模の行政区画として「市」があり、「地区」の下で「郷」「鎮」をまとめたり、

「市」そのものが「県」「区」をまとめたりする。 
 

 
図表 3 中国の行政区画図 
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また中国には大きく分けて 7つの方言がある。 
①北方方言･･･北方・西南地方を含め、漢民族の 7割が使っている。 
②呉方言･･･浙江省、江蘇省の一部で使われている。上海語もこれに属する。 
③湘方言･･･湘南省で使われている。 
④贛方言･･･江西省で使われている。 
⑤客家方言･･･広東省・江西省・福健省などの地域に散在。 
⑥閩方言･･･福建省・台湾省などで使われている。いわゆる福建語。 
⑦粤方言･･･広東省・海南省・広西自治区などで使われている。いわゆる広東語。 

 
2-2-2 中国の政治 

 
図表 4 中国の国家機構 
 

 中国共産党はマルクス・レーニン主義と毛沢東思想を自己の行動の指針としている。ソ

して「中国の特色を持つ社会主義」と建設する理論にしたがって、経済建設の中心として、

四つの基本原則(①社会主義の道、②人民民主独裁、③共産党の指導、④マルクス・レーニ
ン主義と毛沢東思想)を堅持し、改革・開放・自力更生、刻苦創業を堅持して、中国を富強
で、民主的で、文明的な社会主義の現代化国家に築き上げようとしている。 

2007 年の時点で党員は 7239 万人と公表されている。また中国国民には参政権がない。
共産党員だけが独裁等の中央委員会委員を選出する選挙権をもつことによって、政治に物

言う権利を持っている。 
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中国共産党が党員を組織する原理は「民主集中制」という名の代表性だ。中国共産党の

ルールブックである「中国共産党章程」によると、「党員は党組織に服従し、少数は多数に

服従し、下級組織は上級組織に服従し、全党各組織と全党員は党の全国代表大会と中央委

員会に服従する」とされており、最下層の組織の企業、農村、学校、社会団体、軍隊など

には最低 3人の中国共産党員がいる。 
党の全国代表大会は 5 年に一度行われ、ちょうど昨年(2007)の末に第 17 回全国代表大
会が行われた。この大会で中国共産党中央委員の選出が行われる。 
この中央委員会は中央政治局に召集され、通常一年に一度開催され、最高意思を決定す

る。また中央政治局員は中央委員会によって選出される。 
中央政治局の中に中国共産党の最高意思を日常的に決定する権利を持つ常務委員が 9人
いて、この 9人が中国共産党中央政治局常務委員会を構成する。 
中央政治局常務委員会は国家機関、司法、軍隊、行政、議会、政府の最高職を兼務し、

それらの中央機関に対して中国共産党の独裁を全うする。現在の 16 期中央政治局常務委
員会は No.1の胡錦濤が国家主席と国家中央軍事委員会主席を兼務しており、No.2の呉邦
国が全国人民代表大会常務委員長、No.3の温家宝が国務院総理を兼務し、この 3人で軍、
議会、政府をコントロール出来る。 
中央政治局常務委員の No.1、つまり現在ならば胡錦濤は中国共産党中央委員会総書記を

兼任し、中央政治局会議と中央政治局常務委員会会議を招集するとともに、中央書記処の

活動を主催し、党の最高位に位する。 
 

 
図表 5 中国共産党全国代表大会組織図 
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 国務院、つまり中央人民政府は最高国家権力の執行機関で、最高の国家行政機関だ。国

務院は総理、副総理、国務委員、各部部長、各委員会主任、審計署審計長、秘書長によっ

て構成される。任期は全国人民代表大会と同じで、総理、副総理、国務委員は三選が禁止

されている。 
 その歴史は 1949年の建国とともに設立された政務院に始まる。その後 1954年に「中華
人民共和国憲法」が第 1期全国人民代表会議第 1回会議で採択されたことによって現在の
形が定められた。 
 国務院の職権は以下の通り。 
・ 憲法、法律、法令に基づいて行政措置を規定し、決議、命令を発布し、かつこれら

の決議や命令の実施状況を審査すること。 
・ 全国人民代表大会とその常務委員会に議案を提出すること。 
・ 各部、各委員会、その他の所蔵機関の活動を統一的に指導すること。 
・ 国民経済計画と国家予算を編成し、執行すること。 
・ 国家利益を保護し、社会秩序を維持、一般国民の利益を保障すること。 
・ 省、自治区、直轄市、自治州、県、自治県、市の区画制定を承認すること。 
・ 省、自治区、直轄市の範囲内の一部地区の戒厳を決定すること。 
・ 法律の規定に基づいて。行政要員の罷免を行うこと、など。 

 

 
図表 6 国務院組織系統図 
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2-2-3 中国の経済と財政 
 
 1978 年に「改革開放政策」を打ち出し、中国は今や世界第 1 位の外貨準備高と外資受
入国の地位までのぼりつめた。進出企業は 29万社、投資総額は 5950億ドルに達する。 
 07年 3月、「企業所得税」が改正され、これまで積極的に外資の中国進出を後押しして
きた優遇税制を見直し、国内企業も外資企業も税率が 25％に統一された（例外としてハイ
テク企業は 15％、中小企業は 20％となった）。 
 中国ではバブルを回避し物価上昇を安定させるために 06年から第 11次 5ヵ年計画を始
め、GDPの目標値を 7.5％に引き下げた。 

03 年から経済成長率が 10％代を維持している中国だが、沿岸地域を中心とする都市部
と内陸の農村地域との経済格差が広がっている。07年前後の物価上昇率は 3％程度で食品
を中心にやや高まっており、個人消費は伸び悩んでいるが、都市部の不動産価格は上昇し

都市部と農村部との格差がますます顕著になっている。そのため政府は「農業税」の廃止

などの減税・歳出拡大などで所得格差の是正を図り、地域別に最低賃金の見直しを行うな

ど、国内消費の向上を目指した施策を行っている。 
 

2-2-4 現在の日中関係 
  
日中戦争後、72 年の国交正常化、78 年の平和友好条約締結を経て日本と中国は次第に
距離を縮め、友好な関係を築き上げようと努力してきた。 
 日本は北京に大使館をおき、その他に上海・広州・瀋陽・香港に総領事館、大連・重慶

に駐在官事務所を開設している。中国は日本の東京に大使館をおく他に、大阪・札幌・長

崎・福岡に総領事館を開設している。 
 訪中日本人数は毎年増え続け、2004 年には 300 万人を突破。訪日中国人数も同様に増
え続け、2006年には 80万人にも及ぶ。中国に長期滞在する日本人も増え続け、特に上海
での滞在者が急激に増加している。 
 日本の対中貿易額はアメリカをしのぎ、輸入額は 1位、輸出入合計でもアメリカに次い
で 2位。しかしこの 6割を実は中国に進出した外資系企業(特に日本企業)との貿易が占め
ているため、日中貿易というよりは日日貿易の色が濃い。日本の対中国輸入品目で最も多

いのは機械機器、次が繊維製品なのだが、これは日本の企業がアパレルや電気製品の組み

立てに中国の安価で良質な労働力を利用しようとした結果であり、日本で売られているこ

れらの製品の多くが“made in China”だ。 
 しかし「政冷経熱」現象と言われるように政治関係は厳しい。89年の第 2次天安門事件
以降、日本の対中親近感には陰りが見え始める。95年に当時の首相だった村山富一は、終
戦 50 周年にあたりかこの植民地支配と侵略に対する反省とおわびの談話を発表したが、
政治の右傾化、安保の見直し、対米追随などの動きが目立つようになり、中国側の懸念を

強めた。一方日本では中国人の密入国と犯罪が増えるなか「中国脅威論」や「中国崩壊論」

を唱える者まで現れるようになった。 2000年に中国の朱鎔基首相が来日して関係改善の
動きが見られたが、01年以降小泉首相が靖国神社に参拝を繰り返した事で、再び関係が悪
化してしまう。 
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 中国では 90 年代から愛国主義教育が徹底され、ナショナリズムの高揚と共に抗日戦争
の記憶を呼び覚まし、嫌日・反日に拍車をかけている、との指摘がある。 
 中国で市場経済化が進むなか、現状への不満、未来への不安を抱える若者が増え、フラ

ストレーションのはけ口にしているというのだ。インターネット上に反日スローガンが氾

濫し、中国の一部メディアが無責任に煽っているのも確かだ。その結果として 05 年には
各地で大規模な反日デモが行われた。この様子は逆に日本国内でも繰り返し報道され、日

本人の反中国感情を煽る結果となった。 
 2008年に入り、日本のメディアは「毒入り餃子事件」や「チベット問題」など、様々な
中国のネガティヴなニュースを日々大きく取り扱い、中国のイメージ低下を招いている。 
 07年に内閣府が行った「外交に関する世論調査」の結果によると、中国に親しみを感じ
るか聞いたところ「親しみを感じる」と答えた者の割合が 34.0％（「親しみを感じる」6.7％
＋「どちらかというと親しみを感じる」27.3％）、「親しみを感じない」答えた者の割合が
63.5％（「どちらかというと親しみを感じない」36.0％＋「親しみを感じない」27.5％）と
なっている。 

 
図表 7 内閣府調査 中国に対する親近感 
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図表 内閣府調査 中国に対する親近感の年ごとの変化 

 
上の表は 1979 年から年ごとに日本人の中国に対する親近感の変化をグラフにしたもの

だが、1989 年に一度大きく親中感情が下がっている。この年は第 2 次天安門事件が起こ
っている。この事件以来、日本の中国に対するイメージはかなり悪化した。また天安門事

件後も 2004 年にも大きく「親しみを感じる」の割合が下がっているが、この年はサッカ
ー・アジアカップで中国人サポーターが暴徒化する事件や、尖閣諸島問題をめぐる中国人

の抗議行動が相次いだ年だった。翌年も中国に対する親近感は低下しているが、この年は

反日デモが中国各地で行われ、日本メディアもこれを大きく報道した年だった。 
 
2-2-5 近代中国における重要な出来事 
 
ここでは近代中国史のうち特に重要だと思われる出来事について触れていく。 
・「プロレタリア文化大革命」（1966～1976） 
  広義には毛沢東の理念、指導方法、権力抗争などの影響を強く受けながら発生した政

治・経済・社会現象の総体のこと。狭義には 66年から 71年の「林彪事件」にいたるま
での過程の、中央から末端にいたる指導者間の抗争、「文革派」「実権派」の対立、紅衛

兵運動、党権力の破壊から革命委員の建設などを含んだ一大政治運動のこと。若い世代

を中心に組織された紅衛兵によって多くの知識人が投獄・殺害され、文闘は武闘に発展、

紅衛兵同士の闘争まで発生し、多くの死者を出してその後の中国社会に深刻な傷を残し

た。 
  大躍進運動*の挫折後に、劉少奇らの実務型指導者が主導権をもち、政策の調整を断行
したが、毛沢東はそれを「修正主義」「資本主義の復活」と受けとめ、66年 5月に文化
大革命を発動。実権派から政治権力を奪い、政治の流れを社会主義の道へ取り戻そうと

した。 
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  革命の第一段階として毛沢東は江青婦人*らの左派グループと林彪らの軍人グループ
を支持基盤とし、大衆を動員して中央と地方の実権派を失脚させた。 
  第二段階として、毛沢東は林彪ら軍人グループの台頭を警戒して牽制と反撃に出る。

そして林彪は「林彪事件」で毛沢東を暗殺しようと試みるが、失敗する。 
  第三段階として毛沢東は古参指導者の部分的復活を認めるが、政治路線や権力の指導

権をめぐって「四人組」*との対立が繰り広げられる。 
  その後 1976 年に毛沢東が死去し、党中央副主席の華国鋒と軍指導者が協力して「四
人組」を逮捕し、文化大革命は終結する。 
  ＊大躍進運動…毛沢東によって実行された工業・農業の急進な発展をめざす政策・ス

ローガン。労働者、農民の疲弊に自然災害が重なり、大失敗に終わ

る。1500万人の餓死者が出たとも言われている。 
  ＊江青夫人…毛沢東夫人。81年の裁判で死刑判決を受けるが後に無期懲役に減刑。 
          91年に獄中で自殺。 
  ＊四人組…江青、張春橋、姚文元、王洪文の４人。毛沢東の側近グループの総称。 
   
・「第２次天安門事件」（1989） 
  自由化を求める民衆の大規模な天安門広場でのデモを、李鵬らの保守派が軍隊を使っ

て弾圧した事件。もとは胡耀邦元総書記の名誉回復を求める学生運動だったものが政府

関係者、市民、企業家、労働者を巻き込み、さらに｢人民日報｣などのマス・メディア関

係者や警察機関関係者までもがこの運動に加わり参加者が100万人前後に膨れ上がった。 
 この運動を支持する海外の声が高まり、世界中の注目が集まるなか 6月 3日、天安門広
場にいたる路上で学生・市民に軍隊が発砲。当局の発表でさえも死者 319名、負傷者 9000
名に達するとされ、一説では死者は 2000名前後と報じられた。 

  この事件で鄧小平ら当時の共産党指導部は国際的な非難を浴びた。 
 

 
図表 8 文化大革命          図表 9 天安門事件 
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2-2-6 日本の侵略の歴史 
 
 現在の日中間でしばしば問題にされるのが「歴史認識」である。ここではなるべく客観

的に事実を確認していきたい。 
 山東出兵や満州事変などを通して中国に侵略を繰り返していた日本軍は、1937年 7月 7
日の盧溝橋事件を発端として国民党政府と交戦状態に入った。そして 9月に第 2次国共合
作が成立して全面戦争に発展。日中戦争がはじまる。 
 その後日本は国民党政府のおかれていた首都南京に無血入城したが、このとき多数の中

国人を虐殺して世界の非難をまねいた。南京虐殺事件である。 
 国民党政府は拠点を武漢、重慶に移して抗戦を続ける。戦局は泥沼化し、日本は武漢、

広州を占領したがその支配は局地的なものであった。 
 それから日本がポツダム宣言を受諾して戦争が終結するまで中国はゲリラ戦などを繰り

広げることとなる。 
 菊池（2000）は南京虐殺事件について以下のように述べている。 
 『「南京大虐殺」は現在でも激論が交わされているテーマであるが、歴史それ自体をかが

えず、現在の政治風潮に乗った形で、政治的な主張や誇張をする者がおり、研究者までも

虐殺数に巻き込まれ、問題自体が矮小化され、地道な学術研究が疎かにされる傾向もある

ことは憂慮される。一方虐殺数からいえば、主要に 30数万、20万以上、4万人、１万 3000
人、6000～3000 人等々で、また、論者によって虐殺の範囲（南京城内だけか、南京近郊
を含むかなど）も一定でなく、その期間設定も 1～6 週間と異なるまま、論じられている
ことは問題であろう』『なお、虐殺数より、「なぜそうしたことが起きたのか」、「再発防止

にはどうしたらよいのか」の問題分析、解析はやはり重要である。』 
 南京虐殺事件は日本の歴史教科書にも載っており、日本人はみな知っている事実だが、

この事件ばかりでなく中国への侵略全体を通して、日本人は多数の中国人を殺傷した。従

軍慰安婦問題や遺棄化学兵器問題など現在に残る傷痕も多い。 
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3 先行研究紹介 
 
3-1 「躍進する中国―テレビニュースが構築する中国イメージ―」 
 山本（2007）は 2003年 11月から 2004年 8月までのテレビニュースの内容分析を行い、
テレビニュースが構築する中国イメージについて考察している。 
 山本は中国経済報道とサッカー・アジアカップ報道に注目し、NHK・TBS・テレビ朝日
の 3局の代表的な番組から、中国に関連する報道を抽出してその内容を分析している。 
中国経済報道については「これらの報道は日本経済において中国との結びつきが非常に

重要になっていることを伝えているが、逆方向の報道は見られない。つまりこれらの報道

は、中国経済にとって日本との結びつきがじゅうようになっているとは伝えておらず、報

道にみる両者の関係は不均衡である」と述べ、日本が中国に対して一方的に依存している

という構図を報道は描いているとした。同時にこれらの報道を「日本は中国がまだ日本に

遅れをとっている技術や品質を活かして、中国市場に挑戦する存在として描かれている」

と分析した。 
 サッカー・アジアカップについてはニュースの内容が、典型的なスポーツニュースから

中国人サポーターの態度を問題視したものへと変化していき、次第に中国人の反日行動に

焦点があてられるようになったと分析し、「特に過激な反日行動に焦点が当てられることに

よって、中国人の反日感情は強調された。また、反日行動の主体が若者であることや、反

日感情の原因を愛国主義教育にもとめることによって、これらのニュースは中国における

反日感情が継続する見通しを呈示した」と述べている。 
 これらの分析から山本は、日本人が「カワイソウ」の枠組みの範囲内であれば他者に好

意的にふるまえるが、それが彼らの「主体」からはみ出すと対応がきわめてネガティブに

なると前置きした上で、「依存し関わりを持つことをせまられる重要な大国でありかつ日本

に対して否定的な感情を抱いている中国という存在に対して、日本人が無条件の親しみを

感じるというのはもはや困難なことであるのかもしれない」と結論をまとめている。 
 
3-2 「中国人の日本人イメージにみるメディアの影響―北京での大学生調査の結果から」 
 李（2006）は中国の北京で 5大学の大学生を対象にアンケート調査を行い、中国人の日
本人イメージについて分析を行っている。 
 李は中国のメディアが「党の喉舌」と呼ばれ、日本人のイメージに与える影響も党の公

式見解をそのまま反映していると考えられてきた時代から、「改革開放」によってメディア

に対する規制が大きく緩和され、各メディアが独自の論調を次第に形成し始めているとし、

今日では「当の公式見解を示すというイデオロギー的な正確が色濃く残されているメディ

アは、人々から支持されなくなってきている」と中国メディアの現状を指摘した。 
 そして「多様化したメディアは中国人にとって、日本人を認識する上で重要な情報源で

あり、様々な側面において彼らの日本人イメージに影響を与えている」と考えた上で中国

人の日本人イメージと日本人認識の情報源を把握し、その関連などについて多変量解析を

用いて分析している。 
 調査は有意抽出を用いた非確立標本による標本調査で、文理のバランスや民族の構成な

ど様々な要素に配慮した上で中国人民大学･精華大学・北京語言大学・中央民族大学・北京
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林業大学の 5大学の学生を対象にしている。 
 質問紙は年齢・性別・出身などのデモグラフィック変数、SD 法・自由連想法による日
本人イメージ、日本人に対する関心度と知識度、日本・日本人好感度、日本人との直接接

触状況、日本人認識の情報源とその利用状況、日本社会の接触状況から構成されている。 

 
           図表 10 日本人イメージの平均値 
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アンケートの回答から李は「真面目」「清潔感がある」「裕福」「礼儀正しい」「心が狭い」

「男女不平等」「排他的」「上下関係が厳しい」などのイメージを代表的なものとしてあげ、

このイメージの構造を明らかにするために因子分析を行っている。 
    

 
図表 11 日本人イメージ 8因子のバリマックス回転による因子付加量 
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 李は分析の結果を図のような「勤勉性」や「誠実性」など 8つの因子に分けた。そして
更に、日本人に対する好感度との関連を調べるために分析を行った。 
その結果「勤勉性」「誠実性」「社交性」「先進性」「平等性」の 5つのイメージが好感度

と正の関連を示しており、これらのイメージ向上は日本人に対する好感に繋がる、と李は

指摘している。 
 

 
図表 12 日本人好感度と日本人イメージとの関連 

 
次に中国人の日本人認識の情報源についてだが、「日本製アニメ」が最も多く、「現地の

新聞」、「日本漫画」「日本制映画」「日本制ドラマ」などが高い割合を占めている。10年前
の別の調査と比較して情報源としての日本製メディアの利用率の変化をあげ、改革開放に

より外国からの情報流入が増えて確実に中国メディアが多様化していると述べた。 

  
図表 13 日本人認識の情報源 
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以上の結果をふまえ、李は「メディア利用は中国人にいかなる影響を与えているのか」

を明らかにするためにさらに分析を行っている。 
 

 
図表 14 日本人イメージと日本人認識の情報源との関連 

 
「中国現地の新聞」は「勤勉性」のイメージに負の影響を与えていることが示されたが、

ここで李は 90 年代に入り、中国現地の新聞が日本に対する歴史認識問題や尖閣諸島問題
などについて批判的要素を増やしてきた事を原因として挙げている。 
それからインターネットの中国語サイトは日本人の「民族性」イメージを高める効果を

持つことが示されたが、これはインターネットの利用が日本人のイメージ向上に貢献して

いることを意味する。つまり一部の反日感情の激しいものを除いた大部分の中国人は、ネ

ット上で日本関連の情報に触れるとき、「民族性」イメージを向上させるような一般サイト

を利用していることが考えられる。 
以上の分析結果から李は「多様化したメディアは中国の大学生たちにとって、日本人を

認識する際に最も広範な影響力を持つ情報源だけでなく、その日本人イメージを異なった

次元において規定していることが判明した」と述べ、さらに調査を行った大学生に「激し

い『反日』の形跡はなかった」としている。そして「近年中国現地における反日行動の表

面化やそれに対する日本メディアの取り上げ方によって、中国全土で反日感情が急に高ま

ったような、そんな虚像がわれわれの前に作り出されていたところもあるのかもしれない」

と日本のメディアを暗に批判した。 
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3-3 「アテネ・オリンピック情報にみる外国関連情報 
―テレビニュース番組の内容分析から―」 

上瀬（2007）は 2004年アテネ・オリンピックのニュース番組を分析し、五輪報道の中
に外国・外国人に関する報道がどのような形で含まれているのかを研究した。 
上瀬は過去の研究の結果から「五輪による外国イメージ変化には、メディア情報の内容

が関係していると推察されている」と述べた上で、メディア情報そのものについてはほと

んど調査が行われていない事を指摘。そしてテレビニュースを分析対象としてその量的分

析を行った。 
2003年 11月～2004年 8月末までの 10ヶ月間に放送された、NHKのニュース 10、TBS
のニュース 23、テレビ朝日のニュースステーションの 3番組を録画し、オリンピックに関
連するニュースを抽出した。そのニュースの報道時間を計り、番組別に一週間単位で一日

の平均報道時間を求めたのが図表 15だ。 

 
図表 15 五輪ニュースの報道時間の推移 

 
報道量は五輪の開催年から徐々に増え、開催直後にその量がピークに達している。また

それ以前に五輪関係の事件やスポーツイベントがあった場合でも報道量は増えている。 
この他に上瀬は五輪報道が全体のニュースに占める割合も求めているが、五輪開幕直後

にはどの番組も増加し、五輪終了直後からは急激に現象している。また放送局別にみると

五輪開催直後の報道の割合が、民法 2局が 2割、3割程度であるのに対して NHKのそれ
が 7割以上になっている事を指摘。これについてはジャパンコンソーシアム（JC）が JOC
に 1億 5500億ドルもの放送権料を支払い、その 75％を NHKが、残りを民法が負担した
事に触れて説明している。 
次に上瀬は五輪報道に占める外国関連報道について調べ、そこに登場した外国名を数え

た。これについては結果を時期ごとに分類してその内容を挙げている。 
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図表 16 五輪ニュースで登場した外国名の延べ回数 

 
 こうした結果から上瀬は、報道に偏りがあり、とくにアメリカとギリシャについては全

ニュースの 3 割近くを占めていたこと、さらに外国・外国人情報の内容を分類した結果、
その 6割近くが日本の対戦相手として語られていたことを指摘。これについては『五輪を
報道する側に外国関連ニュースという意識がなく、むしろ「外国で生じている、国内ニュ

ース」といった捉え方で臨んでいるのではないか』と述べている。 
 そして日本のマスコミについて、「日本の成績が不信だった五輪では、自尊心維持のため

に外国のイメージを低下させる傾向があると指摘されてきた。その一方で特定の国につい

ては、日本の成績がよかった場合でもイメージが否定的に変化する場合があることも明ら

かになっている」と述べた上で、「五輪時にメディアは外国を日本と対立する存在として明

示しやすい」と指摘した。 
 また上瀬は中国に関する報道について、中国のメダル獲得数が世界 2位だが報道自体が
11 位と低い事を指摘。他の研究で村田ら（2005）が中国に対する否定的なイメージの変
化は五輪の影響というよりも直前に開催されたサッカー・アジアカップでの反日行動が関

係していると論考しているが、この研究でも「中国イメージの変化は五輪以外の影響によ

ることが示唆された」と述べている。 
 
3-4「日本のテレビにおける外国関連報道の動向（2003年 11月～2004年 8月）」 
 萩原（2006）は日本の国際報道の内容を分析し、その偏りや歪みが日本人の対外意識や
対外態度に及ぼしうる影響について考察している。 
 過去の研究から「先進国から途上国、西側諸国、第三世界への一方的なニュースの流れ

が繰りかえし示され、第三世界に関する西側諸国のメディア報道は、自然災害・事故・テ

ロ・政治的暴力などネガティブな内容が多いという主張を裏付ける結果も数多く報告され

ている」、 



 23 

「国際的なニュースの流れは相手国の政治的・経済的・軍事的影響力の強さが高い予測力

をもつことが示されており、自国にとって重要度の高い国のニュースが多く伝えられるこ

とが確かめられている」と述べた上で、日本が世界で国際ニュースに言及されることが多

いが、日米ではアメリカが日本のニュースを扱う割合より日本の方がアメリカのニュース

を取り扱う割合が高いことを指摘。 
 萩原は視聴率が高い夜の代表的ニュース番組として NHKの「ニュース 10」、TBSの「筑
紫哲也 NEWS23」、テレビ朝日の「ニュースステーション」の 3番組を分析対象とし、放
送番組ごとに構成表を作成した。放送内容を分割し、それぞれの時間会支持からの経過時

間とともに、その内容を要約してその日の報道内容の流れを一覧できるようにしている。 
 その後その構成表をもとに放送された番組の①月、②日、③曜日、④ラインナップ順位

⑤各項目の長さ、⑥報道内容、⑦主たる舞台、⑧当事国、⑨関連国、⑩日本との直接的関

連性の有無、⑪キーワード、⑫ニュースの分類枠組みを記入し、カテゴリー分類して分析

に利用した。 

図表 17 「当事国」としてカバーされた国・地域及び発信地の内訳 
 
 上の図表は単純集計の結果だが、この結果からイラク戦争と拉致問題をめぐる日朝関係

のニュースが全体の中で大きな割合を占めていることがわかった。他にもニュース・カテ

ゴリーごとに放送量を集計し、細かな内容の傾向についても言及している。 
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     図表 18 ニュース・カテゴリーの項目数及び放送量の内訳 
 
次に萩原は特に報道量の多かったアメリカ・イラク・北朝鮮・中国・韓国について詳し

く分析した。 

 
図表 19 各局の番組における主要 5カ国の報道量（秒）の構成比 
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図表 20 主要 5カ国を対象とする項目数及び放送量（秒）の内訳 

 
この 5 カ国において TBS はアメリカ報道に最も時間をかけていること、テレビ朝日は

北朝鮮報道に時間をかけていること、NHK は中国・韓国報道に時間をかけていることな
どを指摘したが、構成比を見てみると中国報道についてはテレビ朝日が最も多いことが分

かる。TBSもアメリカに関する報道の割合が飛びぬけて大きく、各局が重きを置いている
国の違いが見える。 
この研究で萩原は国際間のニュースの流れの規定要因として伊藤（1990）が挙げた「受
けて胡億に対する送り手の政治的・経済的・軍事的影響力の大きさ」、「地理的近さ」、「文

化的近さ」、「イデオロギー的近さ」と Ishii（1996）が挙げた「重要性（importance）」と
「近接性（proximity）」の 2つを紹介し、影響力の大きいアメリカはもちろんのこと、中
国もこれらの要因から十分日本での報道量が多くなると述べている。また「韓国よりも中

国に関する報道の方が、日本との関連性をもつ割合の高いことが示されており、両国に関

する報道内容の違いをさらに精査する必要性が示唆されている」と、日本のメディアの中

国に対する態度と韓国に対する態度の違いを指摘した。 
日本人の対外意識や対外態度については「議題設定」について触れた上で、メディアに

多く取り上げられた国ほど自国にとって重要性が高いと認識される傾向を示し、さらにネ

ガティブな報道をされた国ほどネガティブに評価される傾向があること、逆にポジティブ

な報道に関してはそのような傾向は認められていないことなどを挙げ、「報道内容と評価の

関係」が「報道量と認識の関係」以上に複雑になっていることが示されたと述べた。 
 

3-5 「日本人の中国イメージ―「天安門事件」後の変化の軌跡―」 
 真鍋（1990）は中国で 1989年に起こった天安門事件*の前後で日本人の中国イメージが
どの様に変化したかを調査している。 
 「神戸大学」と「関西学院大学」の文科系学生を対象に質問紙調査を行い、その結果を

同じ質問紙を使って中国・杏林大学が実施した「日中イメージ調査」の結果と比較し、SPSS
を用いて分析を行っている。 
 質問紙の項目は（1）中国イメージ変数群、（2）自国関連変数群（生活満足度、日本人
であることの誇り）、（3）デモグラフィック変数群（①性別、年齢、大学、専攻、保護者
の職業、生活程度）に分けられ、「中国イメージ変数群」を目的変数、「自国関連変数群」

と「デモグラフィック変数群」を説明変数群に設定している。 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
＊天安門事件については P.14を参照 
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図表 21 調査の仮説的図式 

 

 
図表 22 中国のイメージ 
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図表 23 中国人のイメージ 

 
図表 24 国と人に対する好感度と日中関係の評価度 
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図表 25 今後重要になってくる交流の分野 

 
図表 26 中国の諸側面の評価度 
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図表 27 マス・コミュニケーションによる中国情報への接触度 

 
図表 28 パーソナル・コミュニケーションによる中国情報への接触度 
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図表 29 中国に対する個人的体験 

 
図表 30 中国に対する社会的距離感 
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図表 31 中国に対する知識度① 

 
図表 32 中国に対する知識度② 
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図表 33 中国に対する関心度 

 
真鍋はこの調査の結果について、（１）イメージの時系列的変化と、（２）人々のコミュ

ニケーション行動との関係を分析している。 
 まず中国イメージの時系列的変化だが、イメージの構成要素を「国」と「人」で分けた

ことにより、それぞれに対するイメージの変化は異なるものとなった。「中国」という「国」

が信頼できるかどうかではポジティブな回答が 38％減少し、ネガティブな回答が 36％増
加している。「中国人」という「人」が信頼できるかどうかではポジティブな回答が 20％
減少したが、ネガティブな回答は 4％しか増加していない。つまり、中国国家に対しては
「信頼できない」と思うようになった人が増えたが、中国人に対しては「信頼できる」と

思う人が減ってはいるが「信頼できない」と思うようになった人が少ないということだ。 
「国」のイメージの場合は天安門事件の影響は非常に大きく出ているが、「人」の場合は

それほど大きく出ていない。とはいえ、天安門事件とその報道は「日本人の中国イメージ」、

「中国に対する評価」、「マス・コミュニケーションによる中国情報への接触度」、「パーソ

ナル・コミュニケーションによる中国情報への接触度」に変化を及ぼしている。逆に「中

国に対する個人的体験」、「中国人に対する社会的距離感」、「中国に対する知識度」、「中国

に対する関心度」はほとんど変化が見られない。これについて真鍋は「中国に対する関心

度」が変化していないのに「パーソナル・コミュニケーションによる中国情報への接触度」

が変化していることは大変興味深いと述べている。そこで真鍋はこの結果から、「中国に対

するイメージがネガティブに変化したことが、人びとのマス・コミュニケーションとパー

ソナル・コミュニケーションにおける中国情報接触度を増加させた」と仮説を立てた。 
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 この仮説を検証するために真鍋は時系列的変化の中から大きく差異の出てきたものを選

び、Pearsonの積率相関係数を用いて計算し、相関関係を求めた。 
 この結果から真鍋は以下の 2つの法則が証明されたと述べている。 
①L.Guttmanの「態度の第一法則」 
 同一の対象に対する態度の諸項目間の関係は、被調査者が無作為に抽出されている限

り、単調関係示し、相関関係はプラスかゼロとなり、マイナスにはならない。 
②「All or Nothing の法則」 
 あるメディア（あるいは人物）をとおしてある外国情報に接触する頻度の高い人ほど、

他のメディア（あるいは人物）をとおしてその外国情報に接する頻度も高いというこ

とであり、また外国情報に対してマス・コミュニケーションをとおして接触する頻度

の高い人ほど、パーソナル・コミュニケーションをとおして接触する頻度も高いとい

うことであり、その逆も成り立つ。 
また調査結果で示された中国に対する態度を「認知的成分」、「感情的成分」、「評価的成

分」の 3つに分けて分析し、下のような相関関係モデルを描いている。 

 
図表 34 態度の 3成分の相関関係 

 
この結果の「認知的成分」が「感情的成分」に影響されているという点に着目し、真鍋

は「人がある特定の対象について見るとき、その対象をあるがままに見るというよりも、

むしろそれがそうあってほしいと思っているような姿でその対象を見ているということだ

からである」と説明した。 
次にコミュニケーション行動と中国イメージとの関係を検証するために、「中国好感度」、

「中国人好感度」の 2項目と「テレビ接触度」、「新聞接触度」、「雑誌接触度」、「家族接触
度」、「友人接触度」の 5項目でそれぞれ「クロス集計表」を作成した。この集計表からメ
ディア接触度が高い人ほど好感度が極端に高いか低いかのどちらかになり、V字型の 2極
化現象が起こっていることが分かった。これが結果的に先の積率相関係数の値を小さくし

ている、と真鍋は述べた。 

 
図表 35 新聞に対する接触度と中国、中国人イメージのクロス集計表 
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3-6 「世論過程の動態」  
 
3-6-1 世論 
 三上（1994）は世論を「公共的事柄に関する争点をめぐって、討論など公衆の間の相互
作用を通じて形成される多数意見」と定義し、その説明をしている。 
 イギリスの思想家ジョン・ロック（1961）は、世間の評価という意味で、「意見や評判
の法」という概念を提示している。ロックによれば人びとが自分達の行動の公正か邪悪か

を判断する拠り所とする、道徳規則ないし法には次の 3種類のものがあるという。 
（1）神の法…聖書の教えなど、神に示された法。人びとは自分達の行動とそれを比べて、

行動の最も大切な道徳的善悪を判定する。 
（2）市民の法…いわゆる成文化された、あるいは慣習としての法。国家によって制定さ

れた規則。 
（3）意見や世評の法…仲間の意見、世間の評判、他者から与えられる賞賛や不名誉など。 
この（3）の「意見や世評の法」と同じような考え方で、はじめて「世論」ということ

ばを著作の中で使ったのは、フランスの思想家ジャン・ジャック・ルソーだったといわれ

ている（Noelle-Neumann,1980）。ルソーは『社会契約論』のなかで「公法」、「刑法」、「民
法」の 3つの法に加えられる第 4の法として「世論」があると述べている。 
 三上はこれらのロックやルソーが考えた「世論」が「公共的な争点をめぐる討論の中で

形成される『公共的精神』あるいは集合的な意見」という概念として把握されるようにな

り、そこに更に「多数意見」という要素が含まれたのが今日の「世論」だと説明している。 
 三上はチャイルズ（1965）がリストアップした約 50 もの「世論」の定義から共通点を
挙げている。 
 ①世論は個人的な意見や感情の集合体である。 
 ②世論の主体は「公衆（public）」である。 
 ③世論は何らかの公共的事柄（public affairs）ないし争点（issues）に向けられたもの
である。 

 ④世論は社会的に一定の影響力ないし圧力を及ぼす。 
 ⑤世論は、討論など人びとの間の相互作用によって形成される。 
 ⑥世論は、多数の人びとによって共有された意見である。 

 
3-6-2 公衆 
それでは「世論」を形成する「公衆」とは何かだろうか。 
タルド（1901）は公衆を「純粋に精神的な集合体で、肉体的には分離し心理的にだけ結
合している個人たちの散乱分布」と定義した。ちなみにタルドによれば、世論とは新聞の

ような印刷物を媒介として普及する社会的意見だとされる。しかし新聞などのメディアは

世論の源泉の一部でしかなく、むしろ人びとの間で日常的に交わされる活発な会話が世論

の源泉として昔も今も重要な役割を果たしているのだと指摘している。 
ブルーマー（1946）はパーク（1906）の公衆における相互作用は討論という形で行われ

るという指摘をふまえ、公衆を「何らかの争点をめぐって形成され、争点に関する対立的

意見によって分割され、争点をめぐる討論に参加するような集合体」と定義した。 
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しかし最近の世論研究ではこのような討論の積み重ねによる世論形成はほとんど機能し

ていないとされ、むしろ大多数の人びとはマス・メディアを通しての、単なる意見の受け

手にすぎないという。ミルズ（1956）によれば、世論は公衆がつくるものではなく、一部
のパワーエリートが製造し、さまざまなメディアや教育制度などを活用して操作するもの

となってきているという。 
「つまり、現代社会においては、支配的なコミュニケーションの型は、制度化されたマ

スメディアであり、公衆は単なるメディア市場の消費者、マスメディアの内容をただ受け

取るのみの『大衆』なのである」と三上は述べている。 
 コブとエルダー（1972）は問題が「公共的な争点（public issue）」になる条件として（1）
一般化しやすい問題であること（2）問題が単純明快であること（3）社会的に重要である
こと、の 3つを挙げ、プライス（1992）はこの争点をめぐって形成される公衆を、争点と
の関わりの程度で分類した。 
①一般公衆（general public） 
 対象となる母集団全体と一致する。このうち争点に関心をもち、討論に参加する公衆

はごくわずかな部分を占めるにすぎない。 
②投票公衆（voting public） 
 「有権者」と呼ばれる集団。一般公衆よりも政治に対する関心度は高い。 
③注視公衆（attentive public） 
 有権者のうち、公共的事柄に有る程度高い関心を持っている人びと。アーモンド

（1950）によって「外交政策の問題について知識と関心をもち、外交政策のエリート
に対して聴衆となるような人びと」と定義された。 

④活動公衆（active public） 
 注視公衆をさらに絞り込み、さらに政治的関心の高い小数の人びと。実際の政治活動

や政治組織に積極的に参加する。 
⑤争点公衆（issue public） 
 争点ごとにその構成を変化させる集団。 

 
3-6-3 争点 
 先に「三上は世論を『公共的事柄に関する争点をめぐって、討論など公衆の間の相互作

用を通じて形成される多数意見』と定義した」と書いたが、今度はこの「争点」について

見ていきたい。三上は以下のような過去の争点の定義を挙げている。 
・ラング夫妻（1981）「関連のある公衆の間で論争になっている事柄」 
・ロジャースとディアリング（1988）「一連の出来事に関するニュース報道が積み重なっ
て、出来事に一定の意味づけが与えられて一般化されて、一つの大きなカテゴリーにな

ったもの」 
・コブとエルダー（1972）「地位や資源の配分に関する諸問題をめぐる複数の集団間の対
立闘争」 
これらをふまえ、三上は争点を「なんらかの出来事を通じて公共的な出来事として一般

化され、集団間で対立抗争の焦点となっている事柄」と定義した。 
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3-7 「マス・コミュニケーション効果研究の展開」 
 
ここではマス・コミュニケーションの影響・効果に関する研究について紹介する。マス・

コミュニケーション効果の研究は大まかに 3つの段階に分けられる。第一期はマス・メデ
ィアが受け手に大きな影響力をもつという前提で効果が論じられた。弾丸理論、皮下注射

論などがこれにあたる。第二期はマス・コミュニケーションの実証研究が増え、「コミュニ

ケーションの流れ」研究や、「利用と満足」研究、「説得的コミュニケーション」研究など

の研究がなされた。第三期は第二期の効果研究の限界を批判し、マス・メディアの影響力

を再度評価しなおすことを主張するもので、「議題設定機能」仮説や「沈黙の螺旋状過程」

仮説などが唱えられた。 
 
3-7-1 「コミュニケーションの流れ」研究 
 
3-7-1-1 ピープルズ・チョイス 
 ラザースフェルドら（1948）は「人びとの投票という意思決定に、マスコミによる政党
の宣伝の影響力の大きさを検討すること」を問題意識に調査を行い、その結果から以下の

仮説を導き出した。 
 ①政治的先有傾向の仮説 
   投票という意思決定は政党の選挙宣伝によって決定されるのではなく、有権者の「政

治的先有傾向」によって決まることが一般的であるというもの。 
 ②選択的接触の仮説 
   マス・コミュニケーションの受け手は自分が持っている態度に近いものを積極的に

受け入れるというもの。 
 ③オピニオン・リーダー 
   人びとの意思決定に影響を及ぼすオピニオン・リーダーの存在がおり、オピニオン・

リーダーはそうでない人よりもメディアに多く接触しているというもの。 
 ④「コミュニケーションの 2段階の流れ」仮説 
  個人的影響の優位性、オピニオン・リーダーの特質を結合させて、マス・メディアの

影響は直接に一般の受け手に流れるのではなく、“マス・メディア→オピニオン・リー

ダー→受け手”という二段階の流れにあるというもの。 
 
3-7-1-2 パーソナル・インフルエンス 
 ラザースフェルドら（1955）はさらに「Personal Influence」の中で、 
①意思決定への影響力をマス・コミュニケーションとパーソナル・コミュニケーション

とで比較すること、 
②オピニオン・リーダーの特徴をより詳しく明らかにすること、 
③投票以外の領域での意思決定での仮説の有効性の検証 
の 3つの目的のために調査を行い、以下の結論を出した。 

 ①マス・コミュニケーションよりもパーソナル・コミュニケーションの方が優位である。 
 ②オピニオン・リーダーの特徴として、(1)被影響者との関係は水平的、(2)オピニオン・
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リーダーの非重複性、(3)マス・メディアへの接触は被影響者よりも多く、マス・メデ
ィア以外に情報源を多く持っていて社交性が高い、(4)意思決定の材料としてマス・メ
ディアをあげるものが多い、などのことが分かった。 

 ③「コミュニケーションの 2段階の流れ」仮説は投票行動以外の領域でも成立する。 
 
3-7-1-3 技術革新の普及過程 
 ロジャース（1962）は上のラザースフェルド「パーソナル・インフルエンス」に検討を
加え、その「普及過程」を「採用過程」と「伝播過程」に分解して説明した。 
 ①採用過程 

認知段階→関心段階→評価段階→試行段階→採用段階 
 

  ・Impersonal な情報源は、認知段階で最も重要であり、personal な情報源は評価段
階で最も重要である。 

  ・広域志向的情報源は認知段階で重要であり、地域志向的情報源は評価段階で重要で

ある。 
 ②採用者のカテゴリー分類 
  ・革新者：投機性をもち、社会の中でしばしば逸脱者として扱われる。 
  ・初期採用者：イノベーション*の採用に夕刊で、所属する集団の規範に忠実。 
  ・前期追随者：慎重な性格の持ち主。 
  ・後期追随者：懐疑性。 
  ・遅滞者：伝統的価値意識をもち、革新者と同じく逸脱者として扱われる。 
 ③伝播過程 

認知時期→認知→試行時期→試行→採用→試行規模 
   

・初期の採用者にとっては、マス・メディアは採用のどの段階でも重要。 
  ・初期の採用者にとっては広域志向的情報源が、後期の採用者にとっては地方志向的

情報源がより強い影響を持つ。 
  ・初期の採用者ほど情報源への接触度と情報源の種類が多い 。 
  ・情報はマス・メディアから直接流れ、影響はパーソナル・コミュニケーションを媒

介にして流れる。 

 
図表 36 コミュニケーションの流れ 

 
3-7-2 利用と満足 
 利用と満足研究とは、受け手がマス・コミュニケーションをどのように利用しているの

かを明らかにしようとした研究であり、その視点からマス・コミュニケーショの機能や役

割を考察している。 
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ベレルソン（1949）は「新聞がなくなって意味すること」で 1945 年 6 月 30 日にニュ
ーヨークで 8大新聞の配達員のストライキに直面した新聞の読者がどんなことに不自由し
たかを調べることで「新聞の機能」を明らかにした。 
①ニュース源、②日常生活の道具、③息抜き、④社会的威信の獲得、⑤社会的接触、⑥

自己目的。 
これらの結果について、児島（1992）は「この研究は、マス・コミュニケーションの受
け手がさまざまな動機でマス・メディアに接触し、送り手側が予想もしないような受けと

めかたをしていることを明らかにした」と説明している。 
 
3-7-3 説得的コミュニケーション研究 
 
説得的コミュニケーションとは「受け手に対して何らかの影響を与える目的でなされるコ

ミュニケーション」のことをいう。ボブランド（1960）はコミュニケーションを構成する
要素（送り手、内容、媒体、受け手）をあげ、それらがどのようにコミュニケーションの

効果を及ぼすかを調べた。 
 送り手に関しては信頼性の高い情報源からの説得がより高い効果を示すことが分かった。

それと同時に「仮眠効果」という、時間の経過によって信頼性の高い情報源からの説得の

効果が下がり、信頼性の低い情報源からの説得が効果を生ずることが分かった。 

 
図表 37 送り手の効果の時間的推移 

 
 内容に関しては、説明を行う際に「一面的提示」（説得を行うときに直接の根拠のみを提

示する）と「両面的提示」（説得を行うときに相反する根拠を提示する）を行い、説得の効

果を調べる実験を行ったところ、もともと賛成の被験者には一面的提示が効果的で、反対

の被験者には両面的提示が効果的であることが分かった。これは学歴にも関係しており、

高学歴者には両面的提示、低学歴者には一面的提示がより効果的であると分かった。 
 また「種痘効果」という、両面的提示のコミュニケーションがそれに対立する反対コミ

ュニケーションへの抵抗力を作り出す効果も合わせ持っているという効果が分かった。 
 
 
 
 
 
    図表 38 単純比較の結果         図表 39 最初の立場との関係 
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図表 40 教育程度との関係    図表 41 反対コミュニケーショへの接触 

 
 受け手に関しては、ある集団への帰属意識の高い者にその集団の批判をすると、一層集

団への支持が高まるという「やぶへび効果」というものが明らかになった。 
 
3-7-3 新効果論 
 
3-7-3-1「議題設定機能」仮説 
 マコームズとショー（1972）は受けての重要な争点がマス・メディアによって設定され
る可能性をその論文「マス・メディアの議題設定機能」の中で指摘した。つまり、選挙キ

ャンペーンなどでマス・メディアが繰り返し強調した争点が、有権者が重要視した争点と

よく一致していたことから、「ある話題や争点がマス・メディアで強調されるにつれて、公

衆の認知におけるそれらの話題や争点の重要度・目立ちやすさも増大する」という仮説が

考えられた。黒川（1997）はこれについて「マス・メディアは、われわれがそれぞれ持っ
ている公共的な議論のテーマをわれわれに代わって設定することで、世論の動向を直接間

接に決めているともいえる」と説明している。 

 
図表 42 「議題設定機能」モデルの概念図 

 
3-7-3-2 「沈黙の螺旋状過程」仮説 
 沈黙の螺旋状過程とは、ノイマン（1984）が提唱した仮説だ。 
人は社会的な存在であって、社会の中で孤立や仲間はずれにされることを恐れる。それ

ゆえ、常に周囲の環境や社会の中の意見の動向を観察し、自分が孤立することを避けよう

とする。だから人は世論と思われる意見には恐れなく公で意見を述べるが、世論と思われ

るものと異なる意見ならば沈黙し、多数派の意見がますます増長する。こうした連続展開

過程を繰り返すことによって、少数派意見が消滅する。 
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しかし中には「ハードコア」と呼ばれる者がおり、同調圧力や社会的な孤立を恐れずに

自分の確信した意見を主張することもある。こうした者たちは社会変動の原動力となるこ

ともあるし、社会からの逸脱者とみなされることもある。 

 
図表 43 世論形成の「沈黙の螺旋状過程」モデルの概念図 
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4 研究方法の説明 
 
4-1 新聞の内容分析 
日本の国内での発行部数が多い朝日新聞、毎日新聞、読売新聞の 3紙の朝刊の記事を分

析対象とする。2001年 7月 13日に北京オリンピックの開催の決定を報道した各紙の記事
を最初の記事として、そこから 2008年 8月 8日の開会の記事まで、毎日の紙面の中から
「中国」に関連するものは全て抽出する。特に「中国」「北京」「新華社」「(中国)共産党」
「オリンピック」といったキーワードを一つでも含むものは全て集める。また中国と日本

以外で起こった出来事でも、中国に関係がある記事は社説を含め全て標本とする。 
 それらの記事を「中国に対して批判的か批判的でないか」の二つの傾向で、「１.批判的」、
「2.やや批判的」、「3.やや同意的」、「4.同意的」の 4 つに分類し、その記事数を集計して
傾向を調査する。 
 それ以降はまず記事の舞台を「1.中国」「2.日本」「3.台湾」「4.北朝鮮」「5.韓国」「6.アメ
リカ」「7.ロシア」「8.ミャンマー」「9.スーダン」「10.チベット自治区」に分類し、一つを
選ぶ。 
 次に記事のテーマを「1.北京オリンピック」「2.環境問題」「3.人権問題(国内)」「4.歴史認
識問題」「5.領土問題」「6.人権問題(国外)」「7.農作物問題」「8.中国製品問題」「9.軍事」「10.
人口問題」「11.汚職問題」「12.五輪運営問題」「13.ODA 問題」「14.経済成長」「15.台湾問
題」「16.北朝鮮問題」「17.ダルフール問題」「18.中国政局」「19.外交」「20.中国国内格差」
「21.チベット問題」「22.その他」に分類し、それぞれ 3つまで選ぶ。 
 そして記事の登場人物として「1.胡錦濤主席（中国国家主席）」「2.中国閣僚」「3.福田総
理大臣（日本国総理大臣）」「4.日本国閣僚」「5.中国国民」「6.日本国民」「7.ブッシュ大統
領（米国大統領）」「8.プーチン大統領（ロシア連邦大統領）」「9.台湾総理」「10.IOC（関係
者）」「11.国連関係者」「12.自民党議員」「13.民主党議員」「14.公明党議員」「15.(日本)共
産党議員」「16.社民党議員」「17.国民新党議員」「18.その他」から一つ選ぶ。 
それ以外に記事のソースが「1.中国新華社通信」なのか、「2.それ以外」なのかと言う点
でも分類する。 
 また記事の形態として記事の段数を数字で記入する。 
 

記事のコーディングルール表 
【基本コード】 
1カラム目：記事の見出し名を記入 
2カラム目：記事番号 ID 「１」から記入する 記事一つごとに ID１つ 
3カラム目：日付 2001年 7月 13日なら「010713」と記入 
4カラム目：紙面番号をそのまま記入 
5カラム目：紙面欄 
      1.１面       5.経済       9.地域 
      2.総合       6.スポーツ     10.社会 
      3.政治       7.解説・オピニオン 11.その他 
      4.国際       8.生活 
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【応用コード】 
6カラム目：記事の舞台 
      1.中国   4.北朝鮮   7.ロシア    10.チベット自治区 

2.日本   5.韓国    8.ミャンマー  11.その他 
3.台湾   6.アメリカ  9.スーダン 

7カラム目：記事の主たる登場人物  
      1.中国国家主席    7.米国大統領      13.民主党議員 
      2.中国閣僚      8.ロシア大統領     14.公明党議員 
      3.日本国総理大臣   9.台湾総統       15.(日本)共産党議員 
      4.日本国閣僚     10.ＩＯＣ        16.社民党議員 
      5.中国国民      11.国連関係者      17.国民新党議員 
      6.日本国民      12.自民党議員      18.その他 
8~10カラム目：記事のテーマ 
      1.北京オリンピック     12.五輪運営問題 
      2.国外人権問題       13.ODA問題 
      3.国内人権問題       14.経済 
      4.歴史認識問題       15.台湾問題 
      5.領土問題         16.北朝鮮 
      6.環境問題         17.ダルフール問題 
      7.農作物問題        18.政局 
      8.中国製品問題       19.外交 
      9.軍事           20.中国内の格差 
      10.人口問題         21.チベット問題 
      11.汚職問題          22. その他 
11カラム目：批判記事かどうか  1.批判的      2.やや批判的 

3.やや同意的    4.同意的 
12カラム目：新華社通信が配信した記事かどうか  

1.新華社  2.新華社以外 
13カラム目：記事の段数をそのまま記入 
 
4-2 中国イメージに関するアンケート調査 
 また新聞の内容分析と同時にアンケート調査を行い、メディアの影響について検証した

い。内容分析を幹として、そこから分かった各新聞の報道傾向と利用者の抱く中国イメー

ジとの関係を検証する。対象は世田谷区在住の 15歳以上の男女とする。 
4-2-1 標本抽出方法 
 世田谷区の住民基本台帳をもとに、コンピューターによる乱数表を用いた無作為抽出法

を使用し抽出する。 
4-2-2 調査方法 
 アンケートの質問量、時間的都合を考え、郵送調査法を使用する。 
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4-2-3 調査票 
北京五輪前の中国関連報道の傾向と 

日本国民に与える影響に関するアンケート調査 
この度はアンケート調査にご協力いただき、まことにありがとうございます。このア

ンケートは中国関連報道と人びとの意識との関連を明らかにするためのものです。大学

の研究の一環ですので、ご回答いただいたデータが商業行為やその他目的で使用される

ことは絶対にありません。皆様のお名前、ご住所等個人情報は一切記入して頂きません

し、個人のデータがそのままの形で公表されることもありませんのでご安心ください。 
調査結果はデータ化されてコンピューターによる統計処理を行います。アンケートは全

部で 4ページありますが、一つでも無回答や誤回答がありますと全体の調査に悪い影響
を及ぼしますので、必ず全ての質問に最後までお答えくださいますようよろしくおねが

いします。                        平成 21年 月 
 

日本大学法学部新聞学科 福田充ゼミナール   新村 貴文 
〒270-1439 白井市大松 1-27-15 
E-mail:mukudori1@hotmail.com 

 
問１ 北京オリンピックについておうかがいします。次の a)～h)の質問を読んで、あなた

考えにもっとも合っていると思うものを「１．そう思う」から「５．そう思わない」

のうち一つを選んで○をつけて下さい。 

  

１
そ
う
思
う 

２
や
や
そ
う
思
う 

３
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い 

４
あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い 

５
そ
う
思
わ
な
い 

a) 北京オリンピックは素晴らしかった 1 2 3 4 5 
b) 北京オリンピックを中国に行って見たかった 1 2 3 4 5 
c) 中国は北京オリンピックを通して成長したと思う 1 2 3 4 5 
d) 中国にはオリンピックの開催国としての資格が十分にあった 1 2 3 4 5 
e) 北京オリンピックによって中国への興味が沸いた 1 2 3 4 5 
f) 日本は北京オリンピックをボイコットするべきだった 1 2 3 4 5 
g) 北京オリンピックによる日本への経済効果は十分期待できる 1 2 3 4 5 
h) 北京オリンピックを通して日本と中国はより親密になれた 1 2 3 4 5 

 
問 2 あなたが抱いている中国に対するイメージについておうかがいします。（１）・（２）

の、それぞれ対になっている言葉のうちどちらに近いか、例のように７段階のうち

いずれか１つに○を付けて下さい。 
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（例） 
    
   大きい  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  小さい 

 
１）中国に対するイメージ 

   1.        大国  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  小国 
2.        一流  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  二流・三流 
3.       友好的  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  敵対的 
4.     進んでいる  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  遅れている 
5.    軍事力が高い  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  軍事力が低い 
6.       魅力的  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  魅力的でない 
7.     歴史が深い  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  歴史が浅い 
8.        広い  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  狭い 
9.        安全  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  危険 
10.       自由  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  不自由 
11.      暖かい  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  寒い 
12.      美しい  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  美しくない 
13.     にぎやか  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  静か 
14.      明るい  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  暗い 
15.      近代的  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  時代遅れ 
16.       怖い  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  怖くない 
17.     仏教の国  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  儒教の国 
18.      都会的  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  田舎的 
19.      衛生的  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  非衛生的 

   20.    自然が多い  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  自然が少ない 
   21. 食べ物が美味しい  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  食べ物が不味い 

 
２）中国人に対するイメージ 

1.        親日  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  反日 
2.    勤勉・努力家  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  怠け者 
3.    人情味がある  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  人情味がない 
4.      頭が良い  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  頭が悪い 
5.        清潔  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  不潔 
6.       優しい  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  優しくない 
7.      礼儀正しい  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  失礼 
8. レディーファースト  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  男尊女卑 
9.        知的  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  野蛮 
10.       怖い  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  怖くない 
11.       裕福  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  貧しい 
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12.       正直  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  嘘つき 
13.     もの静か  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  うるさい 
14.       温和  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  乱暴 
15.   マナーがある  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  マナーがない 
16.    教養がある  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  教養がない 
17.       丁寧  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７  いいかげん 

 
問 3 中国・日本とその他の国に関する国際的な問題についておたずねします。次の a)～

p)の質問を読んで、あなたの考えにもっとも合っていると思うものを「１．そう思
う」から「５．そう思わない」のうち一つを選んで○をつけて下さい。 

  

１
そ
う
思
う 

 

２
や
や
そ
う
思
う 

３
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い 

４
あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い 

５
そ
う
思
わ
な
い 

 

a) 日本と中国はもっと友好関係を築くべきだ 1 2 3 4 5 

b) 東シナ海（尖閣諸島）は中国のものだ 1 2 3 4 5 

c) 日本は中国へのODAを止めるべきだ 1 2 3 4 5 

d) 日本は中国へ過去の侵略行為を謝罪するべきだ 1 2 3 4 5 

e) 南京大虐殺は事実だ 1 2 3 4 5 

f) 台湾は中国の一部だ 1 2 3 4 5 

g) 中国製の製品は安全だ 1 2 3 4 5 

h) 中国産の食品は安全だ 1 2 3 4 5 

i) ミャンマーで起こったデモは中国にも責任がある 1 2 3 4 5 

j) 中国無しには日本経済は成り立たない 1 2 3 4 5 

k) 日本から米軍が居なくなったら困る 1 2 3 4 5 

l) 日本と北朝鮮はもっと友好関係を築くべきだ 1 2 3 4 5 

m) 中国とアメリカはもっと友好関係を築くべきだ 1 2 3 4 5 

n) 中国の報道は信用できる 1 2 3 4 5 

o) 日本のマスコミの中国に関する報道は信用できる 1 2 3 4 5 

p) 日本のマスコミのアメリカに関する報道は信用できる 1 2 3 4 5 

 
問 4 あなたの情報活動についておうかがいします。 

あなたが普段利用するメディアについて、Ａ．よく利用するメディアを、Ｂ．信頼

できるメディアを順に下の欄から三つ選び、その番号をお書きください。 
   Ａ．利用する順     一位（    ） 二位（    ） 三位（    ） 
   Ｂ．信頼できる順    一位（    ） 二位（    ） 三位（    ） 
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① 新 聞   ② テ レ ビ   ③ ス ポ ー ツ 新 聞  ④ 雑 誌 ・ 週 刊 誌             

⑤書籍  ⑥インターネット  ⑦携帯電話  ⑧ラジオ  ⑨その他 
 
問 5 あなたが普段読んでいる新聞を以下から一つ選び、○をつけてください。新聞をお

読みになっていない方は「8.読んでいない」を選択してください。 
   1.読売新聞  2.朝日新聞  3.毎日新聞  4.日経新聞  5.産経新聞 
   6.東京新聞  7.その他  8.読んでいない 
 
【フェイスシート】最後にあなた自身のことについておうかがいします。 
F1 あなたの性別はどちらですか。    1.男性  2.女性 
F2 あなたの年齢はおいくつですか。数字を記入してください。  （      ）歳 
F3 あなたの現在の職業は何ですか。あてはまるもの１つに○をつけて下さい。 
  １．会社員          ２．公務員       ３．自営業 
  ４．パート・アルバイト    ５．主婦・主夫     ６．無職 
  ７．学生           ８．その他（           ） 
F4 あなたが支持している政党はどこですか。あてはまるもの１つに○をつけて下さい。 
  １．自民党 ２．民主党 ３．公明党 ４．共産党 ５．社民党 ６．国民新党 
  ７．その他の政党 ８．支持政党なし 
F5 あなたは中国を訪れた事がありますか。      はい ・ いいえ 
F6 あなたには中国人の友人や知人が居ますか。    はい ・ いいえ 
 
※ご協力ありがとうございました。アンケートは以上です。 
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5 仮説の提示 
 
5-1 理論仮説 
 日本のメディアは中国に支局を持っているが、その数は少なく、特派員の人数も限られ

ている。そうした現状もあり、日本の中国関連報道は自由度が低いと考えられる。 
 中国は北京オリンピックを前にして自国のイメージ向上を目指し、そのためにはマス・

メディアを利用するだろうと考えた。しかし問題意識でも述べたように、それは具体的、

かつ客観的な検証をする必要がある。 
 今回は以下のような仮説を立て、実際に検証する。 
 
・読売新聞は朝日新聞や毎日新聞より中国に対して批判的な記事が多い。 
・逆に朝日新聞は読売新聞、毎日新聞よりも中国に同意的な記事が多い。 
・中国関連の記事数も朝日新聞が最も多い。 
・これらの影響を受け、朝日新聞の読者が抱く中国イメージは良く、読売新聞の読者が抱

く中国イメージは悪くなる。 
 
5-2 作業仮説 
以上の理論仮説を検討するための作業仮説を以下に示す 
 
新聞の内容分析 
・同一期間内での中国関連報道の総量は朝日新聞が最も多い。 
・新華社通信社の配信による記事の利用料は朝日新聞が最も多い。 
・中国関連報道全体中の批判的記事の割合は朝日新聞が最も低く、読売新聞が最も高い。 
 
アンケート調査 
・中国国家に対するイメージはどの新聞の読者もあまり変わりなく低い。 
・中国に対するマイナスイメージと新聞の批判的な記事の量は正の相関関係にある。 
・中国に対するプラスイメージと新聞への接触度・信頼度は正の相関関係にある。 
・中国に好意的な者ほど批判記事の多い新聞との接触度・信頼度の相関関係が低い。 
・中国に好意的でない者ほど批判記事の多い新聞との接触度・信頼度の相関が強い。 
・中国に敵対的な者ほど新聞への接触度・信頼度との相関関係が低い。 
・「日本人が中国人にどう思われているのか」というイメージでは 3 紙の読者間で大きな
違いはない。 
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6 スケジュール 
 
学年 月 計画 
3年 4月  
 5月 先行研究収集・調査法の検討 
 6月                  フォーラム準備  
 7月  
 8月  
 9月  
 10月 就職活動 
 11月  
 12月  
 1月  
 2月  
 3月  
4年 4月  
 5月     内容分析開始 
 6月  
 7月        アンケート調査実施 
 8月        アンケート結果分析 
 9月       卒論執筆開始 
 10月  
 11月  
 12月      卒論提出 
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